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益にもとづく国家の出訴権 (-)(コ ｣国際法外交雑誌74巻3号,4号 (1975年)｡同『国際裁判の









第-草 ｢原初的制度一 古代ローマにおける民衆訴訟｣Lpp.6-22) 古代ローマにおける
民衆訴訟の形態は多様であるが,｢個人の[良枝的な利櫨に関わり無 く,あらゆる者に山訴資














捉え方によって原デiの出訴酎 各(laqualtepOuraglr)を仏 く認めた｡第二章 ｢ICJの消極








らない (p.71)｡また,ハルセロナ ･トラクション事件判決 (1970年)において対世的義務
が認められた｡民衆訴訟はこの義務の論坪的帰結の一つであり,両者の間には類縁佳 日a
parente)がある (pp.75-76)0第三串 ｢IPlJ'封二留まる船｣(pp.91-105) 以上のように.判
例 卜の民衆訴訟の位置つけは不明確である.｡南西77リが田牛第二判決によれば,条約上
270
同 法 (56-2) 198
で民衆訴訟を設定することは妨げられず∴実際に,全ての締約国の提訴資格を認めるよう
な多数国間条約も見られる.⊃









二章｢対照表｣rpp,219-225) 第 1に,多くの条約では締約河の出訴利益 (1'interetaagir､)
の規定がないため,民衆訴訟の認否は扶判官の評価権限に委ねられるが,裁判官は民衆訴






















































































































































































































































(15)SantlagO VILLALPANDO.I:emergence de la commu7tautellnternatl0Tale dams /a
resz'onsabtltideSElafs(PublCat10nSdeHnstluldehautesetudeslnternationales,Geneve,PUP.
2005,Xx+525pp.)
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いる議論は根強い｡さらに,上述のようにコンゴ事件においてICJは強行規範の認定に踏
み込んでおり,今後もこうした実体法規範を巡る議論が広がりを見せるようにも思われる｡
他方で,ICJが繰り返し強調するように,こうした実体法上の動きは (国際司法裁判所の)
手続法の進展と何らの連動性も有していない｡その意味では,本書が到達した結論は,む
しろこの連動性を切断して捉えるための視点を提供するものとして,貴重な先行研究とな
ろう(/
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